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こ 1該 当する□には レ 印を記入してください 特 定事業者以外で自主宮加さなる事業者の方ti レ印つ記入は千車です

2「 基準年P_Jと は岳1画期PH5の前年度を 「 目標年度Jと は計画期間のR終 年度をいいます

3「 事業所年,卜出区分Jと は、京都市内の事業所等の事業活4つ たいつエネルギーめに用に伴い,生 する温室効果ガスを F輸 送車両コト出区分J

とは 自 rl車選モ事業者については【用め本把つ位置を京都庁内をする車両の排出する温室効昇ガスを 争ヤ壇事求者については保有する貧物車

南民は旅を重同め排出する還宮効果ガスを 「そのlt排出E ttJとは 上 記ツタトの京都rT内における事装PFl争め事業活動に件い発生する温宮均

兵ノスをいいます
J「 特記事項Jに は、平成2年度 (1990年 度〕を碁準とした排出量の対ltやエネルイー原単位COセ排出畳 省 エネ製品購発などlL者の温宮

劫具ガス排出H」演への貫砿 グ リーシ抑達の採用 特 定フロンなどの条例指定クトの温‐
~効
果ガスの百J減などを記入してくださいて
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F地球温日: 化対策条例第 18粂第 1項 (第18粂第2項、第 18粂第3項 )の :により提出 しま
｀

特定事業者の

主たる業種
医薬品製造業

該当する事業
者要作

v京 者F府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換
算して1.500キロリットル以上))
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック
又はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)
京者F府地球温暖化対策条lFl施行規則第10条 第4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出
事実者 (二酸化炭素に換算 して3000ト ン以上))

計 画 期 間 平成 18 年 4 月 平成  20 年 3 月

基 本 方 針 イルキ
ヤー使用効率の改善 廃 案物排出量の削減 ・環境問題に関する教育と啓発のため環境保全委員会 ・省エネ

ルキ
°―委員会を通じて全従業員に周知して温室効果ガス排出量の削減を目指す,

推 進 体 制 総務部長を委員長とする省エネルキt委 員会により省エネルギーに関する諸計画の検討と評価を行 う。

年度ごとの具
体的な取組及
び措置

年 店 設備  対 象 、工程

18ヽ 19 工場製造部門 設備改善による安定化を図り、突発の休日出勤を削減するゃ

18ヽ 19 用役 。工場製造部門 用役・付常機器について稼働状況を確認し、稼働時間の適正化に努める。

1 8 ～ 〕9 間接部門 空調温度設定の適温化に努める。

温室効果ガス
の排出畳等 りF出区分

基準年度 (冥積)
(17)年 度

(二酸化束葉猿算 (1))

目襟年度 (計画)
(19)年 度

【二酸イヒ炭察拒算 (1))

削減率

(計画)
(【方)

A事 業所等排出区分 41260 t 4.600 t ■8(注 1)玲

B輸 送車両排出区分 t t 弘

cそ の他排出区分 t t V i

排出合計 1                4、 260 t 2             41600 t

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの肖」減畳
等

対策年の区分
目標年度 (計画)

(二B4化炭乗換算 (1

森林の保全及び整備 (壁伸面積〕 (吸収量 ) t

府内産の木材の利用 仰!用長) lll' いけ渡畳) t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

〔克岳重 ) (自J減豊) t

像 供給畳) Gj イ削ほ曇 ) t

グリーン電力の購入 (韓入窓 ) いJ減畳) t

削減量等合計 t

を引排出量
〔排出合計―肖」漬等合It)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 肖J減率 (計画)

4 260 t 卜を)に0         4600 0  t ■8(注 1)%

特記事項 1 〕SO』4001取得に向けた工Ⅲレギー(電気 ・″
fス
)の 使用量調査 (工場印1)及び各部門の,と―用紙使用量の調査を開始.

2 用 紙の両面コビー化 ・裏面用紙の有効活用実施と周知徹底ゃ

3 地 域の古新聞、古雑誌、段ボール等の資源回収活動に積極的に協力、

て注 1)増 加理由 「生産量の増加が33%、 その内 直接生産に影響する工れ4‐増加量はls年度中間実績から0%に

なる。それに対し1%削 減することを目標とした。
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